
 

第４節 障がい児施策の充実 

ア 地域における療育支援体制の整備 

<現状と課題> 

 ○障がい児支援の強化を図るため、平成 24 年４月１日に児童福祉法が改正され、 

それまで障がい種別で分かれていた障がい児施設は、通所による支援が「障害 

児通所支援」、入所による支援が「障害児入所支援」にそれぞれ一元化されま 

した。どこの地域でも、障がいのある子どもが必要な支援が受けられる体制整 

備やサービスの確保が必要です。 

○障がい児施設、障害福祉サービス事業所、行政機関、教育機関など多くの関係 

機関がさまざまな療育支援を行っており、それぞれの支援を繋ぐネットワーク 

の構築が必要です。 

 

<施策の方向性> 

○児童発達支援や放課後等デイサービスなどを行う障害児通所支援事業者の指

定を促進するとともに、必要な基盤整備について計画的に支援します。 

○障がい児が身近な地域で必要な支援を受けられるよう、専門性の高い相談支援 

や広域的な支援体制を整備し、地域における市町村の取組を後押しします。 

○圏域配置の療育コーディネーターを中心に、地域全体の連携をコーディネート 

します。 

○県自立支援協議会療育部会において、保健・福祉、医療の地域連携に係る課題

解決に向けた検討を行います。 

 

イ 発達障がいについての支援 

<現状と課題> 

○発達障がい児・者への支援は、関係する支援関係者も多岐に亘り、その支援手 

法も様々であるため、分野間の役割分担や情報共有、支援の引継等の体制が確 

立されておらず、効率的な支援ができていない場合もあります。 

○発達障がいは、障がい特性が一見しただけでは理解されにくく、様々な誤解や 

障がいの発見の遅れ等が生じています。 

○発達障がい診療を行う医療機関が限定されることから、一部の診療機関に受診 

が集中し、数ヶ月の診療待機者が出ています。 

 

 <施策の方向性> 

○長野県発達障がいサポート・マネージャーを県内全ての圏域に配置し、様々な 

分野の支援者に対して総合的な助言や支援の橋渡しを行います。 

○圏域に市町村サポート・コーチを配置し、市町村関係者の支援技術の向上に取 

り組みます。 



○長野県発達障がい者支援センターを設置し、発達障がい児・者及びその家族へ 

の相談支援、支援関係者に対する研修、普及啓発等を実施します。 

○県発達障がい者支援対策協議会において、発達障がいの早期発見・早期支援を 

はじめとする発達障がい児・者への支援施策の検討を行います。 

○発達障がいの基礎知識を持ち、発達障がい児・者やその家族を見守る発達障が 

い者サポーターを養成し、発達障がい児・者が安心して暮らせる地域づくりを 

進めます。 

○発達障がい児・者が身近な地域で診療やその後のフォローを受けやすくするた 

め、医療関係者間の連携の強化を図ります。 

  ○保育所保育士等を対象とした発達障がいに関する研修会を開催し、保育所等に

おける発達支援を要する児童への対応力向上を図ります。 

 

ウ 特別支援教育の充実 

 <現状と課題> 

○特別支援学校において、特別支援学校教諭免許状の保有率は全国平均とほぼ同 

じレベルにありますが、専門性の向上に向けて、保有率をさらに高めていく必 

要があります。 

 視 覚 聴 覚 知 的 肢体不自由 病 弱 全 体 

長 野 県 60.3％ 43.7％ 73.0％ 79.4％ 67.8％ 71.1％ 

全国平均 54.5％ 45.0％ 74.1％ 73.5％ 72.6％ 71.3％ 

○地域の幼稚園・保育園、小中学校、高等学校から特別支援学校に寄せられる相 

談件数は年々増加傾向にあります。それぞれの相談に的確に対応できる地域の 

相談体制の構築や支援力の向上、支援体制づくりが求められています。 

○発達障がいの診断等がある児童生徒が年々増加している中で、一人ひとりの教 

育的ニーズに応じた教育支援の充実を図る必要があります。 

発達障がいの診断等のある児童生徒数の推移       （単位：人） 

 小学校 中学校 高等学校 

23 年度 3,013    1,315    465    

24 年度 3,245    1,417    578    

25 年度 3,500    1,593    592    

26 年度 3,832    1,832    667    

注）小中学校：医師の診断または専門機関の判定を受けている児童生徒数 

高等学校：医師の診断のある生徒数 

 

 <施策の方向性> 

○認定講習において早期に免許が取得できるよう講座の開設を工夫するととも 

に、免許保有者を対象とした特別支援学校枠の採用者数を年々増やすなどの対 

応を引き続き実施します。 



○特別支援学校がその専門性を生かし、地域の特別な教育的ニーズのある児童生 

徒、保護者、担任、諸学校等に対し、要請に応じた教育相談、各校に出向いて 

の研修会、担任への助言・援助等を行うことを通して、地域全体の連携や各学 

校の支援力の向上を引き続き図ります。 

○障がいのある児童生徒の一人ひとりの教育的ニーズに応じられるよう、連続的 

で多様な教育対応を展開できる学校体制の整備を進めるとともに、特別支援学 

校のセンター的機能により、地域の小中学校への巡回支援の充実を図ります。 


